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（単位:千円）

（２）２８年度の取組と成果

（１）参画と協働の主な手法（実績） 市民等からの意見 団体等への委託

　母子並びに乳児及び幼児の健康の保持増進、健全な発達や子育て支援を図るため、健康相談、健康診査、保健指

導などを実施した。

①母子健康手帳の交付・・・保健センターで保健師等が全員面接を行う体制に整えた。

②妊婦健康診査費の助成事業

③未熟児養育医療の給付

④妊産婦及び未熟児・新生児、乳幼児の訪問指導

⑤母親学級、両親学級、育児学級などの教室

⑥乳幼児健康診査：４か月児健康診査、１０か月児健康診査、１歳６か月児健康診査、３歳児健康診査

⑦不育症治療支援事業

⑧その他、電話、面接などによる健康相談など

４．事業目的達成のための手段と成果

<細事業１> 母子保健推進事業 細事業事業費（千円） 114,282

参考
再任用職員数（人）

職員数（人） 8 8 特定財源（その他）

公債費 特定財源（都市計画税）

内

　

訳

事業費 114,282 111,822 2,460 国県支出金

２７年度 比較

総 事 業 費 184,450 181,910 2,540 一般財源 181,396 178,121 3,275

3,054 3,789 △ 735

職員人件費 70,168 70,088 80 地方債

２．事業の目的

母性、乳幼児の健康の保持及び推進を図るため、母子に健康診査等を行い、母子保健の向上に寄与する

３．コスト情報

事業コスト ２８年度 ２７年度 比較 財源 ２８年度

視点・政策 03　生きがい・06　育つ

施策 32　明るく楽しい子育てを支援します

所管部・室・課 健康福祉部　健幸政策室 作成者 主幹　松本　純子

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 母子保健推進事業 決算書頁 190

回数
参加人数

回数
参加組数

回数
参加人数

回数

※１ 参加人数

回

- 239 326 412 494 人

すくすく乳幼児相談 - 12 12 12 12

回

907 865 806 645 560 人

赤ちゃん交流会 98 83 82 69 67
112 組

392 人

両親学級 7 8 8 8 8 回

各
種
講
座
・
教
室
等

実
施
状
況

母親学級 48 36 36 36

673 407 460 441

139 144 145 141

母子健康手帳交付 1,261 1,164 1,189 1,100 1,068

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 単位

人

36 回

１０か月児健診の診察の様子 
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

　

課題と改善について ２９年度以降における具体的な方向性について

母子健康手帳交付時にすべての妊婦に妊娠初期か

ら保健師が面接し、支援を行っているが、より母子

保健や子育て支援のサービスを利用しやすくするた

め、関係部署と連携強化し、妊娠初期から切れ目な

い支援を目指す必要がある。また、関係機関と５歳

児発達相談実施に向けての検討を行う必要がある。

切れ目ない支援のために3歳児健診後の5歳児発達相談の実

施に向けて関係機関と連携し検討会を進めていく。また、社

会環境の変化に伴い、相談内容も複雑・多様化しており、他

機関等との連携が必要なケースが増加している。今後におい

ても、関係機関との連携を強化しながら、対象者にあったき

め細やかな支援の充実に努める。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と
協働」の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記
述しています。

自己評価

２８年度の事業の達成状況

平成２８年度から母子健康手帳交付を保健センターで保健

師がすべての妊婦に妊娠初期から面接することで、妊娠から

育児期を通して、関係機関との連携を図り、支援の充実に取

り組んだ。また、５歳児発達相談検討会を月１回開催し、現

状と課題を共有し、支援の充実について検討した。また、不

育症治療支援事業を開始し、不育症治療の早期受診・早期治

療を促進し、経済的負担の軽減を図った。

市民の利便性や事業の効率性が

大きく向上した。

市民の利便性や事業の効率性が

向上した。
○

市民の利便性や事業の効率性は

前年度の水準に留まった。

　

※１　母子保健法の改正により、２５年度から実施

※２　人数については、助産師会への委託分も含む

※３　助成者数は、新たに妊婦健診助成事業の対象となった人数。母子健康手帳交付前の健診も助成対象。助成額

は２７年４月より上限を70,000円から80,000円に拡充。

4か月児

10か月児

1歳6か月児

3歳児

妊婦訪問
産婦訪問
新生児訪問　　※２
未熟児訪問　　※１
乳幼児訪問

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 単位

乳
幼
児
健
康
診
査
実

施
状
況

受診者 1,141 1,117 1,102 1,068

受診者 1,127 1,147 1,110

1,057 人

受診率 97.5 95.7 97.1 96.9 97.2 ％

1,114 1,062 人

受診率 96.7 96.0 96.0 97.2 95.8 ％

人

受診率 97.3 95.6 95.6 96.7 96.3 ％

受診者 1,234 1,159 1,162 1,137 1,113

人

受診率 94.4 94.3 96.6 94.9 95.6 ％

受診者 1,213 1,248 1,278 1,199 1,202

人

487 535 562 519 502 人

訪

問

指

導

実

施

状

況

41 49 49 44 58

248 265 266 240

620 580 565 571 439 人

243 人

- 59 62 43 48 人

養育

医療

養育医療券発行実人数　※１ - 38 29 18 35 人

妊婦健診

実施状況
妊婦健診助成者数　※３ 1,362 1,217 1,248 1,182

人養育医療費支出延人数　※１ - 81 69 48 84

1,155 人

１０か月児健診読み聞かせの様子 
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